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消費税法は、昭和 63 年 12 月に成立し、平成元年４月から施行されましたので、平成は、消費税とともに始まった、と言って

もよいわけですが、30 年も経つと、この消費税ができた頃のことは、すっかり忘れてしまっているのではないでしょうか。 

今回は、消費税ができた頃のことをもう一度確認してみましょう。 

もちろん、消費税の内容を確認するということになれば、とてもこのコラムでは扱い得ない量になってしまいますので、消費

税を法人税や売上税（昭和 62 年に法案が廃案）と比べて外形だけを確認し、そこから何が分かるのかということを考えてみる

こととします。 

その確認の結果を要約すると、次の１～５のとおりです。 

 

１．創設時の消費税法の量は、創設時の法人税法の量の約 60％ 

   国税庁が発行している『直税関係法規集Ⅰ（各税編）』と『消費税関係法規集』で、創設時の法人税法と消費税法がどのく

らいのページ数かということを確認してみると、法人税法は 77 ページで消費税法は 46 ページとなっています。 

   つまり、創設時の消費税法の量は、創設時の法人税法の量の約 60％ということになります。 

 

２．創設時の消費税法施行令の量は、創設時の法人税法施行令の量の約 57％であり、創設時の消費税

法の量と比較すると約 126％で、創設時の法人税法の量と法人税法施行令の量の割合である約

131％よりも、やや低い割合になっている 

   上記の２つの書籍で、創設時の法人税法施行令と消費税法施行令がどのくらいのページ数かということを確認してみると、

法人税法施行令は 101 ページで消費税法施行令は 58 ページとなっており、創設時の消費税法施行令の量は、創設時の

法人税法施行令の量の約 57％ということになります。 

  また、創設時の消費税法施行令の量を創設時の消費税法の量と比較すると、約 126％で、創設時の法人税法施行令の

量と法人税法の量の割合である約 131％より、やや低くなっています。 

これが何を意味するのかというと、創設時の消費税法施行令の量は、法人税法施行令の量よりも、法律の量と比べた

割合がやや低く、消費税は、法人税よりも、法律の文言のみで判断を下す場面がやや多い可能性がある、ということを

意味します。 

 

３．法人税法は約５年をかけて創られているが、消費税法は、売上税法案が廃案になった後、僅か１年程

で法案が国会に提出されている 

   法人税法は昭和40 年に法案が国会に提出される５年程前から検討が開始されていますが、消費税法は、昭和62 年に売

上税法案が廃案になってから、僅か１年程で法案が国会に提出されています。 

   消費税法の条文を見てみると、売上税法案で用いられていた条文をそのまま借用しているものが大量に存在します。 

   消費税法案は、その前身である売上税法案があったおかげで、信じ難い程、短い期間で創り上げることができた、という

ことです（注）。消費税は、法人税に勝るとも劣らぬ“基幹税”ですから、仮に、ゼロから創り上げるということになると、相応

の期間が必要となります。 

 

  （注）仕入税額控除のあり方などを初めとして、消費税において議論されるものに関しては、その多くが既に一般消費税や

売上税の頃から議論されています。 

     消費税法の創設時の頃は、一般消費税の案を修正したものが売上税で、売上税法案を修正したものが消費税法であ

るということは、誰もが知っていたはずですが、時が経つにつれて、一般消費税や売上税のことは、すっかり忘れ去

られてしまっている、というのが実態であると思われます。 



 
 

 

４．創設時の消費税法施行令の数は、売上税法案の政令委任の数よりもやや少ない可能性がある 

  このように、消費税法の条文には、売上税法案で用いられていた条文をそのまま借用しているものが大量に存在するわ

けですが、創設時の消費税法施行令の数は、売上税法案の政令委任の数よりも、やや少ない可能性があります。 

  売上税法案は廃案になりましたので、政令は公布されていないわけですが、当時の文献を見ると、国会審議中に、大蔵

省から政令事項の要旨を取りまとめたものが審議資料として提出された、と記されています（この要旨は、衆議院にも参

議院にも保存されておらず、その内容を確認することはできませんでした。）。何故、大蔵省がそのような異例のことを行

ったのかというと、国会審議中に「政令事項が多過ぎる」という指摘を受けたためとされています。 

  売上税法案の「第４章 税額控除等」にある 12 の条文（第 34 条～第 45 条）においては、「政令で定める」としたところが

21か所となっていますが、創設時の消費税法の「第３章 税額控除等」にある12の条文（第30条～第41条）においては、

「政令で定める」としたところが 19 か所となっており、後者がやや少なくなっています。 

  つまり、創設時の消費税法施行令の数は、売上税法案における政令委任の数と比べてみても、やや少ない可能性があ

り（全部を数えるのは大変なので、数えていません。）、消費税は、売上税よりも、法律の文言のみで判断を下す場面が

やや多い可能性がある、ということです。 

 

５．法人税基本通達は、法人税法・法人税法施行令が出来てから４年後に制定されたが、消費税法取扱

通達は、消費税法の成立と同時に、消費税法施行令とともに制定された 

  現在の法人税基本通達は、法人税法・法人税法施行令が出来てから４年後の昭和 44 年に制定されました。 

  一方、消費税法取扱通達（現在の消費税法基本通達）は、消費税法が成立した昭和 63 年 12 月 30 日に、消費税法施行

令とともに制定されています。 

  法律や政令の条文の解釈を示す通達には、政令の条文まで固まらなければ検討もできないというものが少なからず存

在しますので、消費税法取扱通達が消費税法・消費税法施行令と同時に制定されるというのは、実に驚くべきことです。 

  このようなことが可能となったのも、昭和 62 年の時点で、売上税法案とその政令案が出来上がっており、消費税法と消

費税法施行令がそれらを大量に借用して創られたため、通達案の検討が早い時期から可能であったことによるものであ

ろうと考えられます。 

  しかし、それであったとしても、流石に早すぎるという印象は、否めません。 

  昭和 44 年の法人税基本通達の制定時の量と昭和 63 年の消費税法取扱通達の量は、それぞれ 103 ページと 91 ページ

で、消費税法取扱通達の量は、法人税基本通達の量の約 88％ともなっています。 

  これが何を意味するのかというと、消費税法取扱通達で解釈が示されている消費税法・消費税法施行令の条文は、法人

税基本通達で解釈示されている法人税法・法人税法施行令の条文よりも、法律と政令の段階だけで見ると条文を短く書

いて割り切って判断することとしたものが少し多い可能性がある、ということを意味するように思われます。 

 

 消費税に関しては、税理士に対する損害賠償請求が非常に多いようですが、これにも、上記のような立法過程が影響してい

る可能性があるのではないでしょうか。 

 

普段、税理士として仕事をしていると、税法の条文をどのように解釈するのかという問題に行き当たることがあり、税法の立

法に関する知見の有無が実際に税法の条文の解釈に大きな影響を与えるということを実感する場面も、少なくありませんが、

消費税法と消費税法施行令の条文のうち創設時から変わっていないものを解釈する場合や、消費税法取扱通達の定めをそ

のまま引き継いで現在に至っている消費税法基本通達の定めを理解する場合にも、上記のような相場観があるのか否かで、

判断が違ってくることがあるかもしれません。 


